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物価_翌債

（単位：千円）

電話番号
既配分額

国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額①

メールアドレス
既配分額

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　給付費　交付限度額②

既配分額

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　事務費　交付限度額③

既配分額

国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）　給付費　交付限度額④

既配分額

国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）　事務費

交付限度額⑤

既配分額

国のR5予備費分（給付支援サービス分）　交付限度額⑥

今回配分予定額

国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額①

今回配分予定額

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　給付費　交付限度額②

今回配分予定額

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　事務費　交付限度額③

今回配分予定額

国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）　給付費　交付限度額④

今回配分予定額

国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）　事務費

交付限度額⑤

今回配分予定額

国のR5予備費分（給付支援サービス分）　交付限度額⑥

配分予定額計

国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額①

配分予定額計

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　給付費　交付限度額②

配分予定額計

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　事務費　交付限度額③

配分予定額計

国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）　給付費　交付限度額④

配分予定額計

国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）　事務費

交付限度額⑤

配分予定額計

国のR5予備費分（給付支援サービス分）　交付限度額⑥

配分予定額計

移替先

Ａ

Ｂ１ Ｂ４

交付対象経費

国のR5補正予算分
（交付限度額①）

（推奨事業メニュー
分）

国のR5補正予算分
（交付限度額②）

（低所得世帯支援枠
分）

給付費

国のR5補正予算分
（交付限度額③）

（低所得世帯支援枠
分）

事務費

国のR5予備費
（交付限度額④）

（給付金・定額減税
一体支援枠分）　給

付費

国のR5予備費
（交付限度額⑤）

（給付金・定額減税
一体支援枠分）　事

務費

国のR5予備費
（交付限度額⑥）

（給付支援サービス
分）

その他
（一般財源や補助対

象外経費等）

合計  3,413,460  3,213,728  254,321  966,000 17,510 1,935,000 37,940 2,957 199,732 

住民税均等割非課税世帯
への支援

（低所得枠）

1 R5_補正 低所得 ○ ○ ○
物価高騰生活支援給付金給

付事業
Ⅰ．物価高から国

民生活を守る
○ － 983,510 983,510 - 966,000 17,510 - - - - 

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うこと
で、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③給付金額　　R５年度分の住民税非課税世帯
13800世帯×70千円
事務費　　17510千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵
送料等）　業務委託料　使用料及び賃借料　人件費
として支出]
④R５年度分の住民税非課税世帯　（13800世帯）

－ ○ － R6.1 R6.4以降
対象世帯に対して令和6年1
月までに支給を開始する

ホームページ、広報誌
対象分野に関連し
ない

計画に関する諸条件　キ
算出の根拠となる事業の確定等
の調整のために不測の日数を要
し、計画を再検討した結果、交付
対象事業の完了が8月下旬とな
るため

R5補正（地）

住民税均等割のみ課税世
帯への支援
（一体給付）

2 R5_予備 一体支援 ○ ○ ○
物価高騰生活支援給付金給
付事業（均等割のみ課税世

帯分）

Ⅰ．物価高から国
民生活を守る

○ － 275,721 275,721 - - - 270,000 5,721 - - 

①物価高騰が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の
方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③給費金額　Ｒ５年度分の住民税均等割のみ課税世帯　2,700世帯
×100千円
事務費　5,721千円
事務費の内容　【需要費（事務用用品等）　役務費（郵便料等）　業務
委託料　　人件費　として支出】
④Ｒ５年度分の住民税均等割のみ課税世帯　2,700世帯

－ ○ － R6.3 R6.4以降
対象世帯に対して令和6年3
月までに支給を開始する

ホームページ、広報誌
対象分野に関連し
ない

計画に関する諸条件　キ
算出の根拠となる事業の確定等
の調整のために不測の日数を要
し、計画を再検討した結果、交付
対象事業の完了がR7年3月下旬
となるため

R5補正（地）

こども加算
（一体給付）

3 R5_予備 一体支援 ○ ○ ○
物価高騰生活支援給付金給

付事業（こども加算分）
Ⅰ．物価高から国

民生活を守る
○ － 218,647 218,647 - - - 212,500 6,147 - - 

①物価高騰が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の
方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③給費金額　Ｒ５年度分の住民税非課税世帯及び均等割のみ課税
世帯の18歳以下の子ども　2,000人×50千円
新たに住民税非課税世帯等となる世帯の18歳以下の子ども　2,250
人×50千円
事務費　6,147千円
事務費の内容　【需要費（事務用用品等）役務費（郵便料等）業務委
託料　　として支出】
④　Ｒ５年度分の住民税非課税世帯及び均等割のみ課税世帯の18
歳以下の子ども　2,000人
新たに住民税非課税世帯等となる世帯の18歳以下の子ども　2,250
人

－ ○ － R6.3 R6.4以降
対象世帯に対して令和6年3
月までに支給を開始する

ホームページ、広報誌
対象分野に関連し
ない

計画に関する諸条件　キ
算出の根拠となる事業の確定等
の調整のために不測の日数を要
し、計画を再検討した結果、交付
対象事業の完了がR7年3月下旬
となるため

R5補正（地）

新たに住民税非課税等とな
る世帯への支援

（一体給付）

4 R5_予備 一体支援 ○ ○ ○
物価高騰生活支援給付金給
付事業（新たに住民税非課税

世帯等となる世帯分）

Ⅰ．物価高から国
民生活を守る

○ － 418,433 418,433 - - - 412,500 5,933 - - 

①物価高騰が続く中で新たに住民税非課税世帯等となる世帯への支
援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。
②令和6年度に新たに個人住民税均等割非課税世帯及び均等割の
み課税世帯への給付金及び事務費
③給付金額　令和6年度に新たに個人住民税均等割非課税世帯及び
均等割のみ課税世帯　3,000世帯×100千円
事務費　5,933千円
事務費の内容【需要費（事務用用品等）　役務費（郵便料等）　業務
委託料　　人件費　として支出】
④令和6年度に新たに個人住民税均等割非課税世帯及び均等割の
み課税世帯　3,000世帯

－ ○ － R6.3 R6.4以降
対象世帯に対して令和6年6
月までに支給を開始する

ホームページ、広報紙、文書での通知
対象分野に関連し
ない

計画に関する諸条件　キ
算出の根拠となる事業の確定等
の調整のために不測の日数を要
し、計画を再検討した結果、交付
対象事業の完了がR7年3月下旬
となるため

R5補正（地）

調整給付
（一体給付）

5 R5_予備 一体支援 ○ ○ ○
定額減税補足給付金給付事

業
Ⅰ．物価高から国

民生活を守る
○ － 1,060,139 1,060,139 - - - 1,040,000 20,139 - - 

①物価高騰が続く中で令和6年課税情報で定額減税を十分に受けら
れない方へ支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。
②定額減税可能額が令和6年分推計所得税額又は令和6年度分個
人住民税所得割額を上回る方への給付金及び事務費
③給付金額　1,040,000千円（所得税分930,000千円、個人住民税所
得割分110,000千円）
事務費　20,139千円
事務費の内容事務費の内容【需要費（事務用用品等）　役務費（郵便
料等）　業務委託料　　人件費　として支出】
④定額減税可能額が令和6年分推計所得税額又は令和6年度分個
人住民税所得割額を上回る方　19,000人

－ ○ － R6.3 R6.4以降
対象者に対して令和6年6月
までに支給を開始する

ホームページ、広報誌、文書での通知
対象分野に関連し
ない

計画に関する諸条件　キ
算出の根拠となる事業の確定等
の調整のために不測の日数を要
し、計画を再検討した結果、交付
対象事業の完了がR7年3月下旬
となるため

R5補正（地）

給付支援サービス
（一体給付）

6 R5_予備 給付支援 ○ ○ ○ 給付支援サービス事業
Ⅰ．物価高から国

民生活を守る
○ － 2,957 2,957 - - - - - 2,957 - 

①物価高騰が続く中で低所得世帯等への支援の際に新たな給付
サービスにより手続きの省略化、事務処理負担の最小化を図る。
②給付サービス導入及びサービス利用に伴う委託料
③委託料　2,956,800円
委託料の内容　初期導入（イニシャル費用）、　利用（ランニング費用）
④一体給付に伴うシステム利用希望者

－ ○ － R6.3 R6.4以降
支給サービス活用に伴う支給
期間の短縮　1週間

ホームページ、広報誌、文書での通知
対象分野に関連し
ない

計画に関する諸条件　キ
算出の根拠となる事業の確定等
の調整のために不測の日数を要
し、計画を再検討した結果、交付
対象事業の完了が12月下旬とな
るため

R5補正（地）

住民税均等割非課税世帯
等への支援に係る本体分

の事業費
（家計急変への横出し等・

7 - - - - - - 

一体給付に係る本体分の
事業費

（上乗せ１・予備費）

8 - - - - - - - 

-                                                                                                                                                                       

34,174                                                                                                                                                               

24,544                                                                                                                                                               

Ｂ

1,507,124                                                                                                   

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

510,930                                                                                                      

Ｂ３

-                                                                                                                                                                       

本省繰越希望額

（R5補正予算により措置された低所得世帯支援枠分（給付費）交付限度額②に係る希望額）

3,300                                                                                                                                                                 

-                                                                                                                                                                       

254,321                                                                                                      

-                                                                                                                

-                                                                                                                

手動入力分

自動計算分

本省繰越希望額

（R5予備費により措置された給付金・定額減税一体支援枠分（給付費）

交付限度額④に係る希望額）

本省繰越希望額

（R5予備費により措置された給付金・定額減税一体支援枠分（事務費）

交付限度額⑤に係る希望額）

本省繰越希望額

（R5予備費により措置された給付支援サービス分　交付限度額⑥に係る希望額）
343                                                                                                                                                                   

※
事
務
連
絡
参
照

本省繰越希望額　（R5補正予算により措置された推奨事業メニュー分交付限度額①に係る希望額）

小計：自動計算分＋手動入力分　（交付限度額①を上限とする）

事業
終期

※可変部分
※この他は変え

れません。

-                                                                                                                                                                       

本省繰越希望額

（R5補正予算により措置された低所得世帯支援枠分（事務費）交付限度額③に係る希望額）
7,034                                                                                                                                                                 

備考2
(事業の終期が令和6年3月を
超えることが見込まれる場

合、その事情)

※可変部分
※この他は変えれません。

-                                                                                                                                                                       

基金
事業
始期

-                                                                                                                                                                       

総事業費

kikaku@city.amakusa.lg.jp

推奨事業メ
ニュー

特定事業者
等支援

1,514,501                                                                                                                                                          

小計　交付限度額② 687,232                                                                                                                                                             

備考3

-                                                                                                                

国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）

給付費　交付限度額④　（令和5年12月通知分）
510,930                                                                                                                                                             

-                                                                                                                                                                       

実施状況の公表等について（HP,広報紙な
ど）

備考1
(重点支援地方交
付金の追加を踏
まえた各省庁の
通知の発出状況
に定義されてい
る対象分野)

966,000                                                                                        

17,510                                                                                          

1,935,000                                                                                      

37,940                                                                                          

自治体での予算
区分

交付限度額計

2,957                                                                                                          

令和５年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画

254,321                                                                                                                                                             都道府県名

地方公共団体名

都道府県・市町村コード（５桁） -                                                                                                                                                                       

687,232                                                                                                                                                             

43215

687,232                                                                                                      

17,510                                                                                                        

国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①　（令和5年11月通知分）
熊本県

天草市

                                                                                                                -

24,544                                                                                                                                                               

国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額①

-                                                                                                                

-                                                                                                                

0969-27-5052

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）

給付費　交付限度額②　（令和6年1月通知分）

担当者氏名

17,510                                                                                                        

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）

給付費　交付限度額②　（令和5年11月通知分）

エネル
ギー・食料
品価格等の
物価高騰の
影響を受け
た生活者等
に対して事
業の効果が
直接及ぶ

国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）

事務費　交付限度額⑤　（令和5年12月通知分）

国のR5予備費分（給付支援サービス分）

交付限度額⑥　（令和6年1月通知分）

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）

事務費　交付限度額③　（令和5年11月通知分）

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）

事務費　交付限度額③　（令和6年1月通知分）

小計　交付限度額③

経済対策との関
係

Ｂ２

泉　陽介

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　給付費　交付限度額②

総務省

成果目標（可能な限り定
量的指標を設定）

34,174                                                                                                        

254,321                                                                                                      

2,957                                                                                                          

交付対象事業の名称
⑨を選択した場合、より効果があ

ると考える理由

687,232                                                                                                      

担当部局課名

2,957                                                                                            

国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）　事務費　交付限度額⑤

総合政策部政策企画課

　
差
押
禁
止
法
の
対
象
範
囲

Ｎｏ

交付対象経費
(地方単独事業費)

国
の
予
算
年
度

対象外経費
に臨時交付
金を充当し
ていない

国のR5予備費分（給付支援サービス分）　交付限度額⑥

国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）　給付費　交付限度額④

臨時の措置であ
ることが分かる
事業名称として

いる

個人を対象
とした給付

金等

地
方
単
独
事
業

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　事務費　交付限度額③

Ｃ

枠

510,930                                                                                                      

34,174                                                                                                        

254,321                                                                                        

mailto:kikaku@city.amakusa.lg.jp
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Ａ

Ｂ１ Ｂ４

交付対象経費

国のR5補正予算分
（交付限度額①）

（推奨事業メニュー
分）

国のR5補正予算分
（交付限度額②）

（低所得世帯支援枠
分）

給付費

国のR5補正予算分
（交付限度額③）

（低所得世帯支援枠
分）

事務費

国のR5予備費
（交付限度額④）

（給付金・定額減税
一体支援枠分）　給

付費

国のR5予備費
（交付限度額⑤）

（給付金・定額減税
一体支援枠分）　事

務費

国のR5予備費
（交付限度額⑥）

（給付支援サービス
分）

その他
（一般財源や補助対

象外経費等）

Ｂ
事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

Ｂ３
事業
終期

※可変部分
※この他は変え

れません。

備考2
(事業の終期が令和6年3月を
超えることが見込まれる場

合、その事情)

※可変部分
※この他は変えれません。

基金
事業
始期

総事業費

推奨事業メ
ニュー

特定事業者
等支援

備考3
実施状況の公表等について（HP,広報紙な

ど）

備考1
(重点支援地方交
付金の追加を踏
まえた各省庁の
通知の発出状況
に定義されてい
る対象分野)

自治体での予算
区分

エネル
ギー・食料
品価格等の
物価高騰の
影響を受け
た生活者等
に対して事
業の効果が
直接及ぶ

経済対策との関
係

Ｂ２
成果目標（可能な限り定

量的指標を設定）
交付対象事業の名称

⑨を選択した場合、より効果があ
ると考える理由

Ｎｏ

国
の
予
算
年
度

対象外経費
に臨時交付
金を充当し
ていない

臨時の措置であ
ることが分かる
事業名称として

いる

個人を対象
とした給付

金等

地
方
単
独
事
業

Ｃ

枠

対

象

範

囲

外

住民税均等割非課税世帯
等への支援分の事業費

（上乗せ２・推奨分）

9 - - - - - 

10 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○
ＬＰガス使用世帯価格高騰支

援事業
Ⅰ．物価高から国

民生活を守る
○

③消費下支え
等を通じた生活

者支援
133,678 67,347 67,347 66,331 

①物価高騰の影響を受けたLPガス使用世帯に対し、県LPガス協会を
通して料金の一部を補助することにより、LPガス使用世帯の経済的負
担を軽減する。
②支援補助金、委託料
③補助金(25,426世帯×4,000円)＋事務費(31,974千円)＝133,678千
円
※対象世帯数は県ＬＰガス協会調べ（H30年度）。
 補助単価は過去5年間のLPガス平均消費量×価格上昇額×6か月
分により算出。
 （事務費内訳）
 人件費 144,720千円
 管理運営費（コールセンター、設備機器リース、広報費等）80,740千
円
 振込手数料　133,430千円
 システム構築等 10,810千円
 郵便代　46,231千円
 業務管理費　134,069千円
 事務費合計550,000千円のうち本市負担分30,918千円
 ※事務費については、県内事業実施市町村で支援世帯数で案分し
負担。
委託料（事務補助）　1,056千円
※県物価高騰対応生活者支援交付金充当額　66,331千円
④市内でLPガスを使用している世帯（25,426世帯）

－ ○ － R5.10 R6.4以降
対象世帯への給付完了
100％

市HP、広報紙、チラシ配布 ＬＰガス

計画に関する諸条件　キ
算出の根拠となる事業の確定等
の調整のために不測の日数を要
し、計画を再検討した結果、交付
対象事業の完了が6月下旬とな
るため

R5補正（地）

11 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○
保育所等光熱費高騰対策事

業
Ⅰ．物価高から国

民生活を守る
○

⑤医療・介護・
保育施設、学
校施設、公衆
浴場等に対す
る物価高騰対

策支援

6,110 3,055 3,055 3,055 

①コロナ禍において、電力・ガス等の光熱費高騰の影響が生じている
私立保育園等への支援を行うことで、安定した運営を確保し、保護者
や保育所等の負担を軽減させる。
②補助金
③補助金総計　6,110千円
　利用定員19人以下　2か所×34千円＝68千円
　利用定員20人以上59人以下　30か所×113千円＝3,390千円
　利用定員60人以上　13か所×204千円＝2,652千円
　※県物価高騰対策事業（保育所等分）充当額　3,055千円
④私立保育園40か所・認定こども園2か所・私立幼稚園3か所

○ － － R5.10 R6.4以降
対象施設への給付完了
100％

市HP、対象施設へ文書で通知
保育所・幼稚園・認
定こども園等

計画に関する諸条件　キ
算出の根拠となる事業の確定等
の調整のために不測の日数を要
し、計画を再検討した結果、交付
対象事業の完了が7月下旬とな
るため

R5補正（地）

12 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 病院事業会計補助金
Ⅰ．物価高から国

民生活を守る
○

⑤医療・介護・
保育施設、学
校施設、公衆
浴場等に対す
る物価高騰対

策支援

6,038 6,038 6,038 - 

①電力・ガス等の光熱費高騰の影響が生じている公立病院への支援
を行うことで、安定した病院経営が図られ、安全で安心な医療を市民
に提供できる。
②補助金
③補助金総額　6,038千円
23.4千円✕258床（牛深118床、栖本44床、新和30床、河浦66床）
④公立病院（4市民病院：計258床）

○ － － R5.9 R6.3 公立病院支援数　４病院 市HP 医療（光熱費関係） R5補正（地）

13 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○
中小企業等物価高騰対策支

援事業
Ⅰ．物価高から国

民生活を守る
○

⑦中小企業等
に対するエネ
ルギー価格高
騰対策支援

100,000 80,000 80,000 20,000 

①燃料費や物価高騰により影響を受けている市内事業者が行う事業
のIT化などにより生産性の向上・省力化を目的とした整備に要する費
用を補助することにより、事業運営の継続が図られる。
②補助金
③補助金総額　100,000千円
　補助率2/3（上限500千円）×200事業者
④市内の中小企業・小規模事業者

○ － － R6.2 R6.4以降
支援（補助）事業者数　200事
業者

市HP、広報紙
対象分野に関連し
ない

計画に関する諸条件　キ
算出の根拠となる事業の確定等
の調整のために不測の日数を要
し、計画を再検討した結果、交付
対象事業の完了がR7年2月下旬
となるため

R5補正（地）

14 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○
地域通貨プレミアムポイント

付与事業
Ⅰ．物価高から国

民生活を守る
○

③消費下支え
等を通じた生活

者支援
136,498 76,660 76,660 59,838 

①物価高騰の影響を受けている市民への生活支援と市内経済の下
支えとして電子地域通貨「天草のさりー」チャージ時にプレミアムポイ
ントを付与し、これにより市民の消費意欲を喚起し、市内の消費が拡
大され、地域経済の活性化が図られる。
②補助金、事務費
③補助金（3千円×40,000人）＋事務費（16,498千円）＝136,498千円
　〇補助金
　　チャージ付与上限額　3千円（チャージ額の10％を付与）
　　3千円×40,000人＝120,000千円
　〇事務費
　　・印刷製本費　広報用　31,000部×40円×1.1＝1,364千円
　　　　　　　　　　　新聞・窓口用　23,100部×20円×1.1＝509千円
　　・郵便料　28,000通×63円＝1,764千円
　　・手数料　新聞折込　21,000部×10円×1.1＝231千円
　　　　　　　　発行手数料　発行総額1,320,000千円×0.5％×1.1＝
7,260千円
　　・委託料　システム管理費　500千円×3月×1.1＝1,650千円
　　　　　　　　窓口対応委託料　3,381千円×1.1＝3,720千円
④「天草のさりー」市内利用者

－ ○ － R6.2 R6.4以降
「天草のさりー」チャージ利用
者数　40,000人

市HP、広報紙、チラシ、ケーブルテレビ、ラジオ
対象分野に関連し
ない

計画に関する諸条件　キ
算出の根拠となる事業の確定等
の調整のために不測の日数を要
し、計画を再検討した結果、交付
対象事業の完了がR7年3月下旬
となるため

R5補正（地）

15 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○
農業者支援物価高騰対応緊

急対策事業
Ⅰ．物価高から国

民生活を守る
○

⑥農林水産業
における物価
高騰対策支援

51,279 11,279 11,279 40,000 

①原油価格や物価高騰の影響を受けている農業者に対し、高騰する
農業資材費購入における購入費用の一部等を支援することで、負担
の軽減と営農継続に向けた意欲の向上につながる。
②補助金
③補助金総計　51,279千円
【生産資材支援】
補助金　16,384千円×50％＝8,192千円
【次期作支援】
補助金　資材（種苗など）　71,467千円×30％＝21,441千円
　　　　　 資材（土壌改良材）9,172千円×50％＝4,586千円
　　　　 　土壌分析　1,020千円×50％＝510千円
【共同利用施設支援】
補助金　省エネ機器購入　2,500千円×50％＝1,250千円
【出荷資材支援】
補助金　資材　150,000千円×10％＝15,000千円
　　　　 　推進事務費　100千円×3団体＝300千円
④農業者団体及び農業者

○ － － R6.2 R6.4以降
申請農業団体及び農業者へ
の交付完了　100％

市HP、対象機関へ文書で通知 農林水産・食品分野

計画に関する諸条件　キ
算出の根拠となる事業の確定等
の調整のために不測の日数を要
し、計画を再検討した結果、交付
対象事業の完了がR7年3月下旬
となるため

R5補正（地）

16 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○
漁業用資材高騰対策緊急支

援事業
Ⅰ．物価高から国

民生活を守る
○

⑥農林水産業
における物価
高騰対策支援

20,450 9,942 9,942 10,508 

①原油価格や物価高騰の影響を受けている漁業者に対し、資材費購
入における購入費用の一部等を支援することで、負担の軽減と漁業
経営の安定化が図られる。
②補助金
③補助金　20,450千円
　　1隻上限額20千円×1,000隻＝20,000千円
　　事業推進費　450千円（漁業協同組合）
④漁業者、漁業協同組合

○ － － R6.2 R6.4以降
申請漁業団体及び漁業者へ
の交付完了　100％

市HP、対象機関へ文書で通知 農林水産・食品分野

計画に関する諸条件　キ
算出の根拠となる事業の確定等
の調整のために不測の日数を要
し、計画を再検討した結果、交付
対象事業の完了7月下旬となる
ため

R5補正（地）


